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を蓄積共有していくことが大切であると考える。
　前報（前原ら，2020）で述べたように，現状，関連
する研究の多くは農福連携の取組み事例の紹介に留ま
るものが多く，障害者の就労支援の視点で行われた調
査などはまだ少ない。特にＢ型事業所における農業を
用いた就労支援の実施に向けた課題を明確化していく
ことにより，今後の障害者の就労支援のあり方の改善
に役立つ有用な視点を得ることが期待できる。そこで
本研究の目的は，Ｂ型事業所における障害者の就労支
援に着目し，農業を用いた就労支援の実施に係る課題
を調査することとする。

材料および方法
１．対象
　前報（前原ら，2020）と同様に，秋田県の全119所の
Ｂ型事業所（2019年10月１日現在）を調査対象とした。
秋田県を選定した理由は，高齢化の進む地域の１つと
して農福連携の展開の可能性が大きいためである。

２．調査期間および方法
　前報（前原ら，2020）と同様に，調査期間は2020年
１月10日～２月20日であった。調査票を郵送し，回答
は郵送にて返送をしてもらった。119事業所のうち，
計60事業所から回答が得られた（回収率50.4%）。

３．調査項目
　調査票は基本情報・就労支援の実施状況・就労支援

緒　言
　近年，障害者福祉分野において農福連携が注目され
ている。この農福連携とは「農業と福祉が連携し，障
害者の農業分野での活躍を通じて，農業経営の発展と
ともに，障害者の自信や生きがいを創出し，社会参画
を実現する取組」（農福連携等推進会議，2019）のこ
とである。この農福連携は，農業分野の農業従事者の
不足等の課題に寄与するだけでなく，福祉分野の就業
機会の不足などの課題を相互に補い合うため，工賃の
向上および障害者の生活の質の向上に寄与することが
期待される。障害者の就労支援施設である就労移行支
援事業所や就労継続支援Ｂ型事業所（以下，Ｂ型事業
所）においても農福連携は強く関心を持たれている（日
本財団，2019）。しかしその一方で，福祉事業所にお
いては，活動の場所・時間・指導者・資金等の確保（神
田ら，2014），実施に係る事業所職員の負担の大きさ

（本田・渋谷，2018），施設の方針を担う理事長等のリー
ダシップに依存し職員の意識醸成が必要（田鹿・宇都
宮，2019）等の推進および維持に係る課題が報告され
ている。
　地域における障害者の社会参加を担うＢ型事業所が
提供する就労支援を改善し，そこを利用する障害者の
一般就労への移行を促進するためにも，農福連携を中
心とした農業を用いた就労支援の取組みに関する情報
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の効果・支援に対する考え方の４パートから構成され
る。本稿では，就労支援の実施状況の一部を分析対象
とする。
　就労支援の実施状況では，農業専門の事業者と福祉
施設が連携して支援を行う「農福連携を実施している」

（以下，農福連携），福祉施設が単独で農作業を実施し
ている「農業に関連する作業種目がある」（以下，農
業関連作業），「農業に関連する作業種目を行っていな
い」（以下，非農業作業），の３つの選択肢，加えて各
就労支援の実施に係る課題について自由記述での回答
を求めた。

４．分析
　就労支援の実施に係る課題についての自由記述を
KH-Coder（Version : 3.Alpha.11b）（樋口，2014）に
よるテキストマイニングで分析した。分析に際しては，
農福連携と農業関連作業を合わせて農業作業とし，非
農業作業との２つのタイプで個別に分析を実施した。

５．倫理的配慮
　秋田大学において，人を対象とした研究倫理委員会
に倫理審査の申請をし，付議不要と判定され承認を得
た。調査票には，個人・施設名等の個人情報等の匿名
化，研究目的のみでの利用，返信をもって同意を得る
ことを記載した。

結　果
１．就労支援のタイプの割合
　回答のあった60事業所において実施する就労支援の
タイプは第１表のような割合であった。約半数の事業
所において何らかの農業に関連する就労支援を実施し
ていた。

２．就労支援の実施上の課題
　課題に関する合計全51の自由記述（農業作業：26，
非農業作業：25）を分析テキストとした。各タイプの
語の出現回数を第２表に示した。農業作業は，作業，
確保，職員，負担といった語，非農業作業は，作業，
単価，工賃，効率といった語の出現回数が高かった。

　農業作業における課題の自由記述のテキストを共起
ネットワーク分析で分析した（第１図）。課題は，農
作業の継続，販路の確保，生産効率の向上，身体的な
負荷，体力・体調面の管理，対応難しい作業工程の６
つに整理することができた。
　非農業作業における課題の自由記述のテキストを共
起ネットワーク分析で分析した（第２図）。課題は，
従事可能な作業のなさ，工賃の向上，工賃向上に向け
た作業検討，効率を意識した作業設定，作業単価の安
さ，安定的な作業の確保，企業的思考の不十分さの７
つに整理することができた。
　共起ネットワーク分析の結果から，農業および非農
業作業の間で，工賃向上に向けた課題認識は共通する
一方で，身体的負荷や体調面への配慮といった課題が
農業作業においてのみ見られるとの違いが明らかに
なった。

考　察
１．農業と非農業作業間で共通する課題
　農業作業の実施事業所では，生産効率の向上や対応
が難しい作業工程への対処といった課題が挙げられて
いた。また非農業作業の実施事業所では，従事可能な
作業がないこと，工賃向上に向けた作業検討や作業設
定といった課題が挙げられていた。このように農業作
業と非農業作業間で共通する課題として，Ｂ型事業所
の登録利用者に支払われる工賃向上に向けた作業設定
を中心とした課題意識が見られた。
　池田（2018）は，Ｂ型事業所に対する聞き取り調査
において最も多く指摘された課題として，安定した生
産力の確保を報告している。そして，この課題解決に
向けては利用者の確保が必要であり，そのために授産
商品の開発等の明確な事業計画を立て，潜在的利用者

第１表．就労支援のタイプ.

第２表．タイプ別の語の出現回数.

タイプ 事業所数 割合

農業作業 29   48.3%

　農福連携 12   20.0%

　農業関連作業 17   28.3%

非農業作業 31   51.7%

合計 60 100.0%

農業作業 非農業作業

順位 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数

1 利用 16 作業 14

2 作業 15 少ない   5

3 確保   7 単価   5

4 生産   5 利用   5

5 機械   4 工賃   4

6 職員   4 効率   3

7 負担   4 向上   3

8 野菜   4 高い   3

9 安定   3 高齢   3

10 維持   3 種目   3
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第1図. 農業作業における課題の共起ネットワーク分析. 第１図．農業作業における課題の共起ネットワーク分析.

第2図. 非農業作業における課題の共起ネットワーク分析. 
第２図．非農業作業における課題の共起ネットワーク分析.
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に広報を行っていくことの必要性を指摘している。本
調査では，まず，このような工賃向上につながる生産
性の課題は，農業および非農業作業の作業種目に関係
なく，Ｂ型事業所において大変大きな課題として存在
していることが分かる。その上で，農業を用いた作業
支援はある意味で利用者確保や工賃向上に向けた新規
の取り組みであるにも関わらず同種の課題が見られ
た。単に農作業を新たな作業内容として導入するだけ
でなく，このような新たな作業に職員が十分に対応で
きるためには，そもそもの就労支援の知識やスキルが
十分にあることが必要ではないだろうか。作業種目に
関わらず，まずは，利用登録する障害者が十分に作業
に対応し，その作業を実施していくことができるため
の就労支援が十分に提供できることが必要になると考
えられる。これについては更なる調査検討が必要で
ある。

２．農業と非農業作業を行う事業所間で異なる課題
　農業作業の事業所における課題としては，農作業の
継続および販路の確保といった農業実施に係る課題と
体調管理および身体的な負荷といった利用者の健康管
理面の課題が挙げられた。一方で，非農業作業の事業
所における課題としては，作業確保や工賃向上，加え
て企業的思考の不十分さといった経営的な課題が挙げ
られた。
　農業作業を行う事業所における課題に関連して木下

（2019）は，農業への参入に係る課題として，費用対
効果および初期コスト，農閑期の対応，販路および流
通コストの３つの課題を指摘している。農福連携に成
功した事業所は，このような課題への対応に向けて，
生産（１次産業），加工（２次産業），流通・販売（３
次産業）の全てを行う６次産業化などの取り組みも見
られる。しかし，なかなか全ての事業所がすることは
難しく，先の課題を解決するための手立てが思い浮か
ばない等の現状があると考えられる。加えて本調査の
分析結果からは農業関連作業の身体的負荷の大きさが
課題の1つとして見出されており，この点は農業作業
における特有の課題であると推察される。
　次に非農業作業を行う事業所における課題である
が，これは実は農業作業とも根底で共通する工賃確保
や経営の改善といった大きな構造としては同じである
と理解できる。これらの課題に対する対処方法として，
就労促進に向けたノウハウの共有（牛野ら，2007；小
谷ら，2016）や関係する者を分野横断的に支援する体
制の確立（小柴・吉田，2016）がこれまでも指摘され
ているが，農業作業については研究の途上であり，こ
の支援をするためのシステムがないという現状にある
と考えられる。
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